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わが国では、産業部門においてサービス業など第３次産業の割合が高まる、いわゆる
「経済のサービス化」が進展しています。そのため、わが国の景気動向を把握するうえで、
これら第３次産業の活動をウォッチすることが重要と考えられます。そこで今回は、こう
した第３次産業の活動を端的に把握できる「第３次産業活動指数」について解説します。

メガソーラー
このところ「メガソーラー」に注目が集まっています。メガソーラーとは、事業を目的として建設される大規模な
太陽光発電施設のことであり、一般に出力１，０００ｋｗ以上のものを呼びます。
メガソーラーは、地球温暖化対策が国際問題として認識されるなか、太陽光発電が設置場所の柔軟性や
維持管理の容易さから、再生可能エネルギーのなかでも有望な発電手段として期待されていた下で、２００８
年に福田元総理が太陽光発電の導入量を２０２０年までに現状の１０倍に引き上げるビジョンを掲げたことか
ら、太陽光パネルのメーカーが自社内に関連施設を建設する事例がみられました｡しかしながら、発電コストが
高く採算がとりにくいことから、大きな流れにはなりませんでした。
一方、本年３月に発生した東日本大震災とそれに伴う原子力発電所の事故により、化石燃料や原子力に頼

らない再生可能エネルギーへの関心が一段と高まるなか、本年８月の国会で「再生可能エネルギー特別措置
法」が成立しました。この法律は、再生可能エネルギーで発電された電力の全量を電力会社に買い取る義務
を課す制度で、とりわけ太陽光で発電された電力が高値で買い取られると想定されます。これにより、メガソー
ラーによる発電事業で採算が取れる見込みが高まりました。
こうした状況を踏まえ、最近ではメガソーラー事業に参入する企業が相次いでいます（図表）。具体的には、各
地の電力会社の取組がやや先行するなか、エネルギー関連企業などが新たに参入するケースがみられるほ
か、東海地域でも、大手化学メーカーや商社などが共同で愛知県に国内最大級の施設を建設する計画があ
ります。その一方、世界に目を向けると、世界のメガソーラー出力上位３０施設のうち約９割が欧州に立地し、ドイ
ツでは太陽光パネルの約７割がメガソーラーをはじめとする産業向けに出荷されるなど、欧州では国を挙げてメ
ガソーラー事業が進められ、それに関連する世界的企業も育っています。
ただし、メガソーラー事業の推進には広大な用地が必要なことから、国土の狭いわが国では適地の確保が

最大の課題となります。また、メガソーラーで得られる電力は昼間に偏るなど、電力の安定性に欠けることもネッ
クであり、メガソーラーも含めた再生可能エネルギーが既存の電力網に組み込まれた場合、ネットワーク全体と
して安定した電力供給が図られるかどうかも大きな課題です。
しかしながら、メガソーラーは、太陽光パネルを支える架台や制御装置などの裾野も比較的広く、その普及を
通じて関連産業の育成が進むことも期待できるうえ、三重県を含めた東海地域はわが国の中でも日照時間が
長いことから、導入余地は小さくないと考えられ、今後の展開が注目されます。
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図表 最近のわが国における主なメガソーラー施設の着工・稼働（予定）状況

1．第３次産業活動指数とは
第３次産業活動指数とは、卸・小売業やサービ

ス業など、第３次産業に属する業種の活動状況を
統一的な尺度で捉えることを目的として、各省庁
が所管する第３次産業の活動に関する統計を総
合し指数化しています。
わが国では、国内総生産に占める第３次産業

の割合が６割超に達することから、注目すべき
指標と言えます。加えて、当該月の指数が約１ヵ月
半後に発表されるなど、速報性も確保されている
ため、政府の月例経済報告のなかでも、毎月の景
気動向をみる指標として活用されています。さら
に、業種別の指数なども公表されており、企業が
自社に関係する業種の指数の動きをみることで、
業界景気の動向を捉える手助けにもなると考え
られます。

2．最近の第３次産業指数の動き
ここで、最近の第３次産業活動指数（季節調
整値）の動きをみると（図表）、東日本大震災によっ
て顕著な落ち込みを示しています。すなわち、震災
直後の本年３月には前月比▲５．９％と、単月として
は現行指数で比較可能な２００３年以降で最大
の低下幅を記録し、指数も９３．４と、前回の「景気
の谷（２００９年３月：９４．４）」の水準を下回りまし
た。このことは、製造業の生産活動を示す「鉱工
業生産指数」が、震災後にサプライチェーンの混
乱に直面しながらも「景気の谷」の水準を下回ら
なかったのとは対照的な動きと言えます。
このような動きを辿った背景として、震災に伴う
交通インフラの寸断で運輸・郵便業の活動が落

ち込んだほか、外食やレジャー需要の低迷で宿
泊・飲食サービス業や生活関連サービス・娯楽業
の活動が低迷したことなどが指摘できます。こうし
た点に鑑みれば、震災に伴うマイナスインパクト
は、第３次産業にとってきわめて大きかったと判断
できます。

3．今後の注目ポイント
ただし、足元の指数は、震災前の２０１０年末

～１１年初に近い水準に持ち直しています。さらに
本年度いっぱいは、鉱工業生産の回復に連動し
て、事業所向けサービス業などの活動が活発化
すると期待でき、総じて第３次産業活動指数は持
ち直しの動きが続くと見込まれます。もっとも、内外
景気の減速リスクが根強いもと、こうした動きがど
こまで持続するかがポイントとなりましょう。
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第3次産業活動指数

図表 主要業種別にみた第3次産業活動指数の
推移〈季節調整値〉

（資料）各社プレスリリース資料などをもとに三重銀総研作成
（注１）浮島発電所が約7,000kw、扇島発電所は約13,000kw。
（注2）浮島発電所が8月に運転開始、扇島発電所が12月頃運転開始予定。

（資料） 経済産業省「第３次産業活動指数」
（年／月）
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昭和シェル石油 新潟県東区平和町 1,000kw 2009年 9月 2010年 8月

事業者 施設所在地 発電規模 着工（予定分含む） 運転開始（予定分含む）

関西電力 大阪府堺市 10,000kw 2009年12月 2011年 9月

中部電力
愛知県知多郡武豊町

静岡県清水区三保

神奈川県川崎市

宮崎県児湯郡

愛知県田原市
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東京電力
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三井化学・東芝・三井物産
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